
 

226 

～ 外国法令紹介 ～ 

 

 

 

カンボジア人民共和国 

契約及びその他の責任に関する政令38号の和訳について 

 

大阪地方裁判所判事（前国際協力部教官） 

宮 﨑 朋 紀 

 

 カンボジア王国においては，日本の支援を受けて起草された民法が2007年12月に国会で成

立したが，その後，適用開始日がなかなか決まらず，日本側の気をもませた時期があった。

しかし，ようやく民法適用法が国会で審議される運びとなり，最も順調に進めば今年中にも

適用が開始される可能性があるとのことである。 

 このように新民法が実際に適用される日はいよいよ間近に迫っており，カンボジアのすべ

ての法律家が新民法を理解し，使いこなせる状態にするため教育をする必要性が高まってい

るが，いまだにこれが十分に進んでいるとは言い難いところがある。例えば，カンボジア裁

判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトにおける調査・報告によれば，カンボジアの

大学のほとんどでは，民法分野に関して，基本的に現在適用されている法令（債権・契約関

係については，カンボジア人民共和国「契約及びその他の責任に関する政令38号」がこれに

当たる）を中心に教えているとのことである。 

 そこで，今後，日本のカンボジアに対する法整備支援プロジェクトのいずれにおいても，

新民法の教育に重点を置く必要性が高い旨の認識が共有されているところである。 

 新民法の教育の際には，従前適用されていた法令の内容がどのようなものであったかを把

握し，その違いを念頭に置いた上で教えることが効果的と思われる。特に，セミナーでの質

問に答える際には，従前の法令の内容をある程度把握しておかなければ，質問の意図がつか

めずに時間を空費するという事態が生じかねない。そこで，この度，新民法の教育に携わる

日本側の専門家に役立てていただくべく，英語版しかなかったカンボジア人民共和国「契約

及びその他の責任に関する政令38号」を筆者において和訳した次第である。 
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カンボジア人民共和国 

契約及びその他の責任に関する政令 38 号 

 

この政令は，1988 年 10 月 28 日，プノンペンに

おいて，国家評議会により適用された。 

 

第１章 契約 

 

第１節 総則 

 

第１条（定義） 

 契約とは，２人又はそれ以上の者の間の合意であ

り，それらの者を拘束する１つ又は複数の義務を形

成し，変更し，又は消滅させるものである。 

 上記定義において，人とは，自然人又は法人をい

う。法人は，その代理人を通じて契約を締結するこ

とができる。 

 

第２条（信義誠実の原則） 

 契約は，契約当事者に個人的及び社会的な利益を

もたらすものとする。契約当事者は，信義誠実に則

り，社会倫理を尊重し，特に「一方当事者による他

方当事者の搾取」の概念を排して取引しなければな

らない。 

 

 

第２節 契約の有効性及び方式 

 

第３条（契約の有効要件） 

契約は，以下の場合に有効となる： 

－真実かつ自由な合意により生じた場合 

－契約締結能力を有する当事者間で締結された場合 

－その内容が確定しており，履行可能であり，適法

であり，公序良俗に合致している場合 

 

第４条（契約の方式） 

 契約は，口頭で，又は書面で締結することができ

る。法律は，契約締結について正確な方式を設定す

るものとする。法律の定める方式に従わないすべて

の契約は，無効とみなす(deemed void）。5000 リエ

ル以上の価値を有する金銭又は品目を内容とする契

約は，これに反する規定がある場合を除き，書面で

しなければならない。1 

 
                                                                 
1 第４条の｢5000 リエル｣は 1.25US ドルに相当する

ため，ほとんどの契約は書面でしなければならない

と言っているに等しい。 

 

第３節 契約の無効（voidness of contracts） 

 

第５条（契約の無効事由）2 

 以下の契約は無効とみなす(deemed void)： 

－違法な場合及び公序良俗に反する場合 

－社会的利益に反する場合又は社会倫理に反する

場合 

－その内容が履行不能である場合 

 

第６条（契約の取消事由） 

 以下の契約は取り消すことができる (deemed 

voidable）： 

－真意又は自由意思によるものでないとき 

－契約能力を欠く当事者により締結された契約 

 

第７条（錯誤，強迫，詐欺） 

 錯誤，強迫，又は詐欺による契約は，有効な契約

ではない(is not a valid agreement)。 

 

第８条（要素の錯誤） 

契約の内容である対象の要素に関する錯誤がある

場合，錯誤は契約を無効にする根拠となる。当事者

の個性が契約の基礎となる場合を除き，人違いは契

約を無効にする根拠とはならない。 

 

第９条（暴力） 

 暴力が契約当事者，その配偶者，尊属又は卑属に

対する精神的，肉体的強迫の形で行われる場合は，

暴力は契約を無効にする根拠となる。 

 

第 10 条（詐欺） 

 契約の一方当事者によるごまかし(deception)，不

正行為(dishonesty)又は偽り(misrepresentation)があり，

それがなければ他方当事者が契約を締結しなかった

であろう場合には，詐欺は契約を無効にする(avoid)

根拠となる。 

 

第 11 条（状況の濫用） 

 契約を締結する際，一方当事者が不当な利益を得

るために他方当事者の状況につけこんだときは，被

害を受けた当事者は，いつでも契約取消し(rescind)

の訴えを起こすことができる。 

 

第 12 条（対価の不均衡）3 

                                                                 
2 第５条の無効事由に該当する契約については，取

消しの訴えを起こすことができる（18 条，19 条参

照）。「無効」と「取消し」の区別が明確ではないよ

うに窺われる。 
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 契約を締結する際，一方当事者が申し出た対象の

価値(value of the subject matter offered by one party)と

その対価の価値(value of the consideration in return)と

の間に違い(difference)がある場合は，被害を受けた

当事者は，差額を与える意図はなかったことを根拠

として，契約取消し(rescind)の訴えを起こすことが

できる。 

 

第 13 条（被害者による証明の必要性） 

 錯誤，強迫又は詐欺により契約を締結したと主張

する者は，契約に定められた債務の執行(execution)

を回避するため，上記事項を証明しなければならな

い。 

 

第 14 条（18 歳以上の者の契約能力） 

 満 18 歳に達した者は，いつでも契約を締結する

ことができる。ただし，法律に定められた抑留者

(detainee)を除く。 

 

第 15 条（18 歳未満の者の契約能力） 

 18 歳未満の者は，権利又は義務を創設してはな

らず，特に法律上の後見人の同意なくして契約を締

結することはできない。 

事前に法律上の後見人の同意なく未成年者により

締結された契約は，締結後に後見人がその契約に同

意したときには執行(execute)することができる。た

だし，日常生活上の必要から未成年者により締結さ

れた契約については，法律上の後見人の同意を要し

ない。 

 

第 16 条（無能力者と契約を締結した者の義務） 

 無能力者との契約を締結した者は，他方当事者の

無能力を根拠として契約の義務を免れようとするこ

とはできない。 

 

第 17 条（契約の目的） 

 契約の目的(subject matter)は，商業的(commercial)

価値を有しなければならない。その種類，質，量は，

明確に表示されなければならない。 

 将来生じるものもまた契約の目的(subject matter)

とすることができる。しかし，生きている者の遺産

を売却することは，その者の同意があっても，する

ことができない。 

 

第 18 条（契約取消しの訴え）4 

                                                                                                
3 第 12 条は日本にない取消事由であり，具体的に

どのように運用されるのかよく分からない。 
4 日本と異なり，取消しの意思表示は裁判外で行う

ことはできず，相手方に通知の上，最終的に裁判に

 すべての者は，第５条に掲げられた契約を完全に

取り消す(rescind)訴えを起こすことができる。 

   

第 19 条（契約の取消権者及び取消しの手続） 

 契約が無能力，錯誤，強迫又は詐欺により取り

消すことができる場合，被害を受けた当事者又は

その主張につき法律上の利益を有するすべての者

が契約取消しを主張することができる。被害を受

けた当事者又はその主張につき法律上の利益を有

するすべての者は，他の当事者に通知しなければ

ならない。通知を受けた者は，遅滞なく回答しな

ければならない。 

被害を受けた当事者又はその主張につき法律上

の利益を有するすべての者は，通知をした後 12 か

月の期間内に契約取消し(rescind)の訴えを起こすこ

とができる。 

 

第 20 条（取消権の消滅） 

 第 19 条に定める契約取消し(rescind)の訴えを起

こす権利は，提訴後，その権利者が，自ら義務を

履行することに同意するか，又は書面により訴え

を取り下げることに同意した場合，消滅する。 

 

第 21 条（契約の無効の効果）5 

 契約の無効事由(nullity)がある場合は，契約締結

前の状況に復帰する(restored)。 

 

 

第４節 契約の効果及び解釈 

 
第 22 条（契約の効果） 

 契約は，法的に拘束力を有する当事者間の合意で

ある。契約の修正は，契約当事者の双方の合意によ

ってのみ行うことができる。 

契約は，誠実に，当事者の意思に基づいて履行

(execute)されなければならない。 

契約は，契約当事者のみを拘束する。 

 

第 23 条（契約の解釈） 

 契約の意味が明確でない場合，契約は，契約が締

結された場所における通常の実務又は慣習に従って

                                                                                                
おいて行わなければならないようである。 
5 第 21 条の契約の「無効事由」が何であるかは注

意を要する。例えば，第５条，第８条～第 10 条の

無効事由がある契約については，第 18 条，第 19 条

により取消しの対象となるため，第 21 条は適用さ

れないように思われる。他に契約を無効とする規定

としては，第４条，第 35 条，第 48 条，第 71 条，

第 82 条がある。 
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解釈されなければならないが，その解釈は，この法

律の規定に反してはならない。不明確性がある場合

は，契約は債務者に有利に解釈されなければならな

い。 

 

第 24 条（契約の履行） 

 債務者は，現在の又は将来入手可能な自己の動産

又は不動産から支払うことより，契約に基づく債務

を履行(fulfill)しなければならない。 

 

 

第５節 契約の時効(limitation)に関する規定 
 

第 25 条（債務の消滅時効）6 

 法律が別に定める場合を除き，契約に基づく債務

は，債権者が契約に定められた日から，又は契約に

定められていない場合は契約締結の日から，５年以

内に履行(performance)を求める訴えを起こさない場

合は，消滅するものとみなす (deemed to have 

expired)。 

 

第 26 条（時効期間の延長） 

 時効期間(limitation period)は，債務者が居住地に

不在の場合で，その不在が法律に従って地方当局に

より認証された場合は，延長される。  

 

第 27 条（時効の援用） 

 債務者又は保証人は，時効の規定 (statute of 

limitations)を援用する(assert)ことができる。債務者

又は保証人が時効の規定の援用をしないときは，人

民裁判所は，それらの者のためにそれをすることが

できる。 

 

第 28 条（時効援用権の喪失） 

 時効期間が経過した後に契約上の義務を履行した

(execute)債務者又は保証人は，時効期間が経過した

ことを理由にその金額又は価値の返還を求めること

はできない。 

 

 

第６節 契約の履行（execution） 

 
第 29 条（契約の履行態様） 

 契約上の債務は，適時に，かつ，適正な方法で

（特に定められた質，量，場所，期限に関して）履

                                                                 
6 第 25 条は，時効期間の経過により「消滅するも

のとみなす」と規定するが，第 27 条によれば，時

効は原則として当事者が援用する必要があり，例外

的に裁判所が援用する場合があるようである。 

行しなければならない(carry out)。 

 

第 30 条（契約当事者） 

 契約の当事者とは，次の者をいう。 

－履行すべき(fulfill)債務を負う債務者 

－債務者が履行すべき(fulfill)債務についての債権

を有する債権者 

 

第 31 条（契約内容と異なる物の受領の必要性） 

 債権者は，次のことを強制されない。 

－受領する権利を有する(entitled)物と異なる物を受

け入れること（仮にその価値が同じか高い場合

であっても） 

－契約の一部の履行(execution)を受け入れること 

ただし，厚意(goodwill)及び債務者の窮状に基づ

き，人民裁判所は，契約の履行時期を延長し，又は

遅らせ，債権者の行為の一時停止を命じることがで

きる。その場合，その決定の理由は明らかにされな

ければならず，人民裁判所はこの権限を細心の注意

(great care)に基づいて行使しなければならない。 

 

第 32 条（契約の履行地）7 

 契約の履行は，契約に定めがない限り，債務者の

住所地でしなければならない。 

 

第 33 条（契約の履行期） 

 契約の履行について期間の定めがない場合，債務

者は，いつでも支払(pay)又は提供(provide)をするこ

とができ，債権者はいつでも支払(pay)を請求する

ことができる。 

 

 

 

第２章 いくつかのよく使われる契約 

 

第１節 売買 
 

第 34 条（定義） 

売買とは，ある者が対象物又は権利 (subject 

matter or right)の所有権を移転する義務を負い，他

の者がその対象物又は権利の価値を補償する

(compensate for the value)義務を負う契約をいう。 

 

第 35 条（売買契約の無効事由） 

 次の売買は，無効とみなす。 

－他人の財産の売買8 

                                                                 
7 第 32 条は取立債務の原則を定めているが，日本

では持参債務が原則である(日民法 484 条)。 
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－夫による妻の所有物の売買，逆も同じ 

－「分割できない」共有物 (joint-tenancy “that can 

not be devided”)をある共有者が別の共有者の同意

なく売却すること 

   

１ 売主（vendor）の義務 

第 36 条（保管義務） 

 売主は，売却の目的物を引渡期日まで良好な状態

で(in good condition)保管し，契約上の義務，すなわ

ち目的物の引渡しを履行できるようにしなければな

らない。 

 

第 37 条（目的物の変更の禁止） 

 売主は，売買の日から引渡しまで，売却の目的物

に変更(change or modify)を加えてはならない。 

 

第 38 条（損害賠償責任，解除） 

 売主は，引渡し時までに売却の目的物に生じた損

害について責任を負う。引渡しまでに商品(item)が

滅失し，又は重大な損傷を受けたとき，又は売主が

代替物を見つけられないときは，売買を解除するこ

とができる (can be canceled) 9。売買が解除された

(canceled)場合は，売主は，売却の目的物に生じた

滅失又は売主の過失により生じたすべての損傷につ

いて，買主に賠償金を支払わなければならない。 

 

第 39 条（情報，書類の提供義務） 

 売主は，買主に対し，売却の目的物のすべての本

質的な特性及びその他の重要な状況について，買主

に知らせなければならない（特に，目的物について

他者が有する権利に関する情報がある場合）。売主

は，売買に関するすべての書類を買主に交付しなけ

ればならない。 

 

第 40 条（派生物の引渡義務，不動産の引渡方法） 

 売主は，目的物の主要部分だけではなく，派生物

(derivatives)及び附属品(accessories)も引き渡さなけ

ればならない。 

 不動産売買の場合，権利証(property deed)の引渡

しをその不動産の引渡しとみなす。引渡しにより生

じる費用は，売買契約に別段の定めがない限り，売

主が負担する。 

 

                                                                                                
8 第 35 条で他人物売買契約が無効となるのが日本

との大きな違いである。 
9 セミナーでは，解除権についても取消権と同様に

裁判上でなければ行使できないという意見が聞かれ

たが，規定上明確ではないように思われる。 

第 41 条（不動産，動産の権利移転の時期）10 

 不動産に関しては，売主の権利の買主への移転は，

売却の権利証が認証され，登録された場合に，有効

とみなす。認証及び登録の日以降は，第三者はその

不動産について権利を有しない。動産に関しては，

目的物が買主の手に引き渡されたときから，売主の

権利の移転は有効とみなされ，第三者は権利を有し

ない。ただし，売買が認証された権利証 (certified 

deed)により行われる場合は除く。その場合，権利

証が認証された日から，第三者は異議を述べること

ができない。 

 

第 42 条（瑕疵担保責任及びその期間） 

 売主は，外観から判明する瑕疵(external defects)

について責任を負わないが，売買より前から存在す

る隠れた瑕疵(latent defects)については責任を負う。

買主は，売買に先立ちそのような瑕疵が存在したこ

とを証明できたときは，契約の解除(rescind)又は代

金の減額を求めることができる。 

 買主は，購入をやめる(refrain from buying)場合又

は代金減額を請求する場合，引渡しの日から１年以

内にその主張をしなければならない(bring his claim)。

１年以内にその主張がされない場合，買主の沈黙は

同意とみなす。 

 

第 43 条（第三者による権利主張と売主の責任）11 

 売主は，買主から目的物を奪おう(deprive)とする

第三者の行為，第三者が目的物について権利を有す

ると主張することに対し，防御を保証しなければな

らない。 

 

第 44 条（第三者による権利主張と売主の責任） 

 第三者が買主から目的物を奪う(deprive)ために訴

訟を起こすと警告してきた場合，買主は，直ちにそ

の第三者について売主に知らせることができる。売

主は，買主が裁判所の判断を通じて第三者の主張に

勝てると保証できる場合を除き，第三者が買主に対

して主張をすることをあらゆる手段で防がなければ

ならない。 

 

第 45 条（第三者による権利主張と売主の責任） 

                                                                 
10 権利移転は，不動産については登録移転の日に，

動産については引渡しの日に有効となる。これは新

民法に引き継がれている。 
11 第 43 条～第 46 条において，「売買契約の後に，

真の権利者である旨を主張する第三者が現れた場合

の処理」につき詳細に規定されている。セミナーで

もよく質問の中で出てくる事例であり，よほどこの

ような実例が多いのであろうと推測される。 
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 買主から買主のために行為をするよう求められた

売主は，第三者との争いを引き継がなければならず，

買主は賠償について責任を負わない。売主がその状

況を解決できない場合，買主は訴訟に進まなければ

ならない。 

 

第 46 条（買主が目的物を受領できなかった場合の

売主の責任） 

 裁判所が買主から目的物を奪うことを決したとき

は，売主は買主から受領した額を返還しなければな

らない。加えて，売主は，損害賠償責任を負う。損

害額は，契約及び命令による損失及び売却日以降に

被った関連費用を含むものとする。 

 

第 47 条（売主の死亡） 

 売主が死亡した場合，その義務は相続人に帰する。 

 

第 48 条（売主が犯罪により目的物を得ていた場合

の買主の解除権） 

 売主が重罪又は軽罪により目的物を得た場合，そ

れを知っていた買主は，買主から目的物を奪う旨の

第三者の警告がない場合であっても，契約の解除

(rescind)を求めることができる。 

この規定に反するすべての契約は無効とみなす

(deemed void)。 

 

第 49 条（転々売買における買主の権利） 

 同じ目的物が多数の者に続けて売却された場合，

最後の買主は，直接の売主に対し，さかのぼって自

らの権利を守るよう求めることができる。 

その売主は，必要な場合，譲渡の連鎖における直

接の売主に対し，さかのぼって求めることができる。 

 

２ 買主（purchaser）の義務 

第 50 条（代金支払の日時及び場所） 

 買主は，既に決められた日時及び場所において，

契約に定められた代金を支払わなければならない。

契約に日時及び場所の定めがない場合，支払は引渡

しの場所で行わなければならない。 

 

第 51 条（遅延利息） 

契約においては，買主に対し，支払が遅れた場合

の契約代金に対する利息の支払義務を負わせること

ができる。利率は５パーセントを超えてはならない。

契約において利率が定められていない場合，買主は

契約で定められた代金のみを支払う義務を負うが，

目的物が利益又は収益を生むものである場合は，利

率は法律の定めに従い計算される。 

 

第 52 条（第三者による権利主張がされた場合の買

主の支払義務） 

 買主が目的物を受領したが，第三者から目的物は

自己の物である旨の主張が買主にされた場合は，買

主は，支払を延期することができる。買主は，第三

者との問題が解決された後に限り，売主に対して支

払義務を負う。 

 

第 53 条（売主の目的物保持の権利） 

売主は，買主が代金を支払うまで，目的物を保持

する(retain)権利を有する。 

 

第 54 条（代金不払による売主の契約解除権） 

 期日に買主が支払をしない場合，売主は，代金

請求訴訟を起こす意思がないときは，契約を解除

する(rescind)ことができる。支払が完了しない限

り，売主はいつでも契約を解除(rescind)すること

ができる。 

 

第 55 条（解除の効果） 

契約が解除された場合，契約の当事者双方は，互

いに受領したものを返還しなければならない。買主

は， 目的 物 を既 に得 た 利息 (interest) 及び 収益

(income)と共に返還しなければならない。売主は，

買主が支払った金銭を返還し，法律の規定による利

息を支払わなければならない。 

 

 

第２節 利息付貸金契約 
 

第 56 条（定義） 

 利息付貸金契約とは，一方当事者が他方当事者に

金銭を交付し，後者がその金額と契約期間に応じた

付加金額を共に返済する義務を負う契約である。 

 

第 57 条（書面の必要性） 

この契約は書面でしなければならない。その契約

書には，当事者の氏名，住所，貸金の額，利息の額，

貸付期間及び返済日を明記しなければならない。借

主は，契約書に署名しなければならない。 

 

第 58 条（貸付期間及び利率の推定） 

契約書に返済日及び利率が記載されていない場合，

双方当事者は，１年間無利息での契約に合意したも

のと推定する。 

 

第 59 条（制限利息）12 

                                                                 
12 第 59 条につき，日本では「法定利息」が５%で
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貸主は，双方当事者間に合意があれば，貸金につ

いて利息を課すことができる。法律に別段の定めが

ある場合を除き，その利率は年５％を超えることが

できない。 

 

第 60 条（過払利息の返還） 

貸付期間中に貸主(lender)が課した超過利息は，

すべて元金から控除される。返還された額が元金及

び法律で許された利息額を超える場合，債権者

(creditor)は，その超過額を，借主から返済を受けた

日から計算した利息とともに，借主に返還しなけれ

ばならない。 

この場合，貸主は，効力のある刑法の規定に従い，

刑事責任を負う。 

 

第 61 条（返済期，借主が死亡した場合の処理） 

 貸主は，返済日より前に返還請求することができ

ない。借主が死亡した場合，貸主は，貸金全額の返

還を直ちに請求することができる。返還義務は使者

の相続人に引き継がれ，相続人は，未払の借入金に

ついて，使者の財産から，その分割前に支払わなけ

ればならない。 

 

第 62 条（債権証書，支払証書） 

 貸主は，資金がすべて返済されたときには，借主

に対し，貸金証書又は支払を証する書面を交付しな

ければならない。 

 

第 63 条（利息） 

 個人財産に関する貸金に伴う利息については，貸

金に関する規定に従わなければならない。 

 

 

第３節  個人財産担保契約（ secured personal 

property） 

 

第 64 条（定義）13 

個人財産担保契約とは，債務者が自らの個人財産

を借入れの担保として引き渡す契約をいう。 

その担保財産を占有する債権者は，その財産の売

却手続において，他のすべての債権者に先立って支

払を受ける権利を有する。 

 

                                                                                                
あり，「制限利息」は更に高い利率に定められてい

るが，カンボジアでは「制限利息」が原則５%と定

められている。 
13 第 64 条につき，「個人財産担保契約」は，物の

占有を債権者に移転する約定担保という意味で，質

権設定契約に類似するものといえそうである。 

第 65 条（個人財産担保契約の要件） 

個人財産担保契約は書面でしなければならない。

この契約は，債権者が担保財産を占有している場合

に限り有効とする。 

 債務の額及び担保財産は，契約において特定して

明記しなければならない。契約において利息及び返

済日が特定されていない場合，債務は無利息で契約

締結日から１年間のものとする。 

 

第 66 条（債権者の管理，保管義務） 

 債権者は，担保財産を自由に処分する権利は有し

ない。債権者は，担保財産を合理的に管理し

(reasonable care)，保管する義務を負う。債権者の過

失により担保財産に損傷が生じ，又は滅失した場合，

債権者は損傷を修理し，又は損傷若しくは滅失につ

いて債務者に賠償しなければならない。 

 

第 67 条（債権者による担保財産使用の禁止） 

 契約書に異なる定めがない限り，債権者は，担保

にとった個人財産の使用又は収益をすることはでき

ない。債権者は，被保全債権からしか利益を受ける

ことを許されていない。その利益は，必要経費に使

用されなければならない。 

債権者が契約書に違反して担保財産を使用した場

合，債務者は担保財産の取戻しの訴えを提起するこ

とができる。 

 

第 68 条（担保財産処分に対する刑事責任） 

 債権者が事前に債務者の承諾を得ることなく担保

財産を処分した場合，債権者は刑法の規定に基づき

刑事責任の追及を受ける。 

 

第 69 条（弁済による担保不動産の返還） 

 支払期が到来し，債務者が全額の弁済をした場合，

債権者は，担保財産の占有を債務者に返還しなけれ

ばならない。支払期にも債務の一部が未払である場

合，債権者は未払分が支払われるまで，担保不動産

を保持することができる。 

 

第 70 条（未払による担保財産の換価請求） 

 支払期が到来したのに債務者が義務を履行しない

場合，債権者は，人民裁判所に対し，担保財産の換

価を請求することができる。 

 担保財産の売却により得られた代金は，最初に担

保財産を占有していた債権者に支払われる。代金の

残額は，債務者に支払われ，又は支払を受けていな

い債権者に支払われる。 

 担保財産の売却による代金によっても債務の全額

の支払に足りない場合は，債務者は債権者に対し，
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未払額について依然として責任を負う。 

 

第 71 条（債権者による所有権取得の禁止） 

 契約において，債務者が契約に基づく義務を履行

でしない場合に債権者が担保にとった個人財産の所

有者になるとの定めがある場合，個人財産担保契約

は無効とみなされる(shall be considered void)。 

 

 

第４節 請負契約（contractor contract） 
 

第 72 条（定義） 

 請負契約とは，一方当事者が他方当事者のために

仕事を実施し，仕事に応じた報酬を得る契約をいう。 

 

第 73 条（請負代金の定めがない場合） 

契約中において報酬が明示されていない場合，裁

判所は仕事が実施された場所における慣習に基づい

て報酬を決しなければならない。 

 

第 74 条（約定違反についての注文者の権利） 

仕事は，契約において明確に定められなければな

らない。実施すべき仕事が契約書における文言に従

って行われなかった場合，注文者は； 

a 仕事の結果を受け入れず契約を解除するか，又

は請負人に損害の賠償その他の損失の補償をさせ

ることができる（ある場合）。 

b 請負人に対し，請負人の費用において，双方当

事者が合意できる一定の期間内に必要な修補を請

求することができる。 

c 報酬を減額することにより仕事を受け入れるこ

とができる。 

 

第 75 条（仕事の完成の遅延） 

 契約において仕事の完成時期が定められており，

その期間内に仕事が完成しなかった場合，注文者は

損害賠償を請求できる可能性がある場合でも，契約

を解除することができる。 

 しかし，仕事の遅延が不可抗力により生じた場合，

注文者は損害賠償を請求することができない。 

 

第 76 条（注文者の材料供給等の遅延） 

注文者は，契約に定められた一定期間内に前払金

を支払わず，又は材料を供給しない場合，仕事の遅

延に基づいて契約を解除することができない。請負

人は，そのような遅延に基づき契約を解除すること

ができる。その場合，請負人は，既に完成させた仕

事について合理的な報酬を受け取ることができる。 

 

第 77 条（注文者の解除権） 

注文者は，仕事の完成までは，請負人に代金及び

既に完成した仕事に関する他の費用を支払う限り，

いつでも契約を解除することができる。 

 

第 78 条（損害賠償等） 

 請負人の過失により仕事の目的物が完成前に壊れ

てしまった場合で，注文者が請負人に前払金の支払

及び／又は材料の提供をしているときは，注文者は，

損害額及び仕事に関して支払った他の費用に相当す

る額について賠償を受けることができる。しかし，

不可抗力により損害が生じた場合は，契約の各当事

者は，互いに他方当事者に対して法的権利を有しな

い。14 

 

第 79 条（請負人の使用人に関する責任） 

 請負人は，その使用人による仕事の実施について

責任を負う。 

 

第 80 条（報酬の支払） 

仕事が完成した場合，請負人は，仕事の目的物の

引渡しと同時に報酬等を受け取ることができる。報

酬を支払うことは，なされた仕事を受け入れたもの

とみなす。 

 

第 81 条（請負人の過失による瑕疵） 

 仕事の目的物の注文者への引渡しの後，請負人の

過失による結果である仕事の瑕疵が明らかになった

場合，契約は， 

 －解除されるか(be rescinded) 

 －注文者に報酬の一部が返還されるか 

 －請負人の負担により修補がされる。 

 注文者は，瑕疵担保の期間内に瑕疵が明らかにな

った場合に限り，それを主張することができる。瑕

疵担保の期間が契約に定められていない場合，注文

者は仕事を受け入れた日から３年以内に主張するこ

とができる。 

 

第 82 条（請負人の死亡） 

 請負人が自然人であり，死亡した場合，契約は無

効となる(the contract shall be void)。 

 

 

第５節 運送契約（carrier contract） 
 

                                                                 
14 第 78 条の後段のように，不可抗力により損害が

生じた場合の規律は，各論の規定に置かれており，

「危険負担」のように双務契約全体に適用される概

念は用意されていなかったようである。 
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第 83 条（運送契約の定義）  

 運送契約とは，運送人である者が，ある場所から

他の場所へ乗客，荷物又は物品を輸送し，当事者間

の合意で定めた送料又は国家が定めた送料を得る契

約をいう。 

 

第 84 条（運送開始の遅延） 

運送人が運送を開始するのを遅延した場合，荷主

は契約を解除し(terminate)，運送人に次の支払を求

めることができる： 

 －送料及び代わりの運送人に対する他の前払金 

 －運送の遅延により生じた損傷，滅失，運送さ

れた荷物若しくは物品の損壊，運送の遅延に

より生じた価格の減少についての賠償金 

 

第 85 条（運送の遅延） 

 運送人が運送を遅延した場合，荷主は契約を解除

し(terminate)，運送人に次の支払を求めることがで

きる： 

－送料及び代わりの運送人に対する他の前払金 

－運送の遅延により生じた損害，損失，運送され

た荷物若しくは物品の損壊，運送の遅延により

生じた価格の減少についての賠償金 

 

第 86 条（運送人の責任） 

 運送人は，運送した荷物又は物品の滅失又は損傷

について責任を負う。運送人は，運送中に乗客に生

じたすべての事故について責任を負う。 

 運送人は，傷害が不可抗力又は乗客自身の過失に

より生じたときには，責任を負わない。 

運送中の荷物又は物品が盗まれた場合，運送人は

盗まれた荷物又は物品について支払をする責任を追

う。 

 

第 87 条（運送人の責任） 

 運送人は，不可抗力又は荷物若しくは物品自身の

自然の損壊によらないすべての滅失又は損傷に関し，

荷物又は物品について責任を負う。 

 運送人は，正当な理由によらない運送の遅延から

生じたすべての滅失又は損傷について特に責任を負

う。 

 

第 88 条（提訴期間の制限） 

滅失又は損傷の賠償を求める訴えは，荷主が荷物

若しくは物品が滅失若しくは損傷したことを知った

日又は乗客が被害者になった日から１年以内に提起

しなければならない。 

 

 

第６節 寄託契約（bailment contract） 
 

第 89 条（定義） 

 寄託契約は，ある者（被寄託者）が別の者（寄託

者）の個人財産を無償又は有償で保管し，特定の時

期又は財産の返還が求められたときに，寄託者又は

寄託者が明確に指定した者に対し，返還する契約を

いう。 

 

第 90 条（報酬の定めがない場合） 

 基本原則として，契約において報酬が特定されて

いない場合，被寄託者は報酬を受けることができな

い。 

 

第 91 条（被寄託者の義務） 

被寄託者は，寄託された財産を保管し，一定の時

期又は寄託者が返還を求めたときに，これを返還し

なければならない。 

 被寄託者は，寄託者が許可しない限り，寄託され

た財産を使用することができない。 

 

第 92 条（寄託された財産の損傷又は滅失） 

 被寄託者は，被寄託者側の過失により生じた寄託

された財産の損傷又は滅失について，責任を負う。 

 寄託された財産に不可抗力により損傷又は滅失が

生じた場合は，賠償はされない。 

 

第 93 条（盗難についての被寄託者の責任） 

 有償寄託で寄託財産が盗難により失われた場合，

被寄託者は，賠償責任を負う。 

 無償寄託で寄託財産が盗難により失われた場合，

被寄託者は，寄託財産につき注意深く安全措置を取

ったことを立証する十分な証拠を有する場合，賠償

責任を負わない。 

 ただし，ホテル，商店，レストランの所有者は，

宿泊客又は顧客の財産の盗難について，ホテル又は

レストランの所有者の管理下に財産があった場合に

は責任を負う。 

 

 

第７節 使用貸借契約（loan for use） 
 

第 94 条（定義） 

 使用貸借は，利息又は代金を一切伴わない貸借を

いう。他の者に財産を使用させるために貸す者は，

その財産の所有権を保持する。 

 

第 95 条（借主による売却等の禁止） 

借主は，貸主の同意のない限り，借りた財産を売
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却し，交換し，又は貸すことができない。 

 

第 96 条（借主による目的物の使用） 

 借主は，借りた財産を良心的，適正な方法で使用

し，自らが所有するのと同様な程度に安全措置をと

り，目的に従った方法でそれを使用しなければなら

ない。 

借主は，借りた財産について安全措置をとり，保

管するための費用を支払う責任を負う。 

 

第 97 条（目的物の損傷又は滅失についての借主の

責任） 

 目的物が不可抗力により損傷し，又は滅失した場

合，借主は賠償責任を負わない。しかし，損傷又は

滅失が借主の過失によるときは，借主は，貸主に対

して賠償責任を負う。 

 

第 98 条（目的物の返還時期） 

借主は，貸主に対し，契約に定められた時期に借

りた財産を返さなければならない。契約に時期の定

めがない場合，貸主は，貸した財産の返還をいつで

も求めることができる。 

 

第 99 条（目的物の即時返還） 

 借主が通常の用法に従わない方法で借りた財産を

使用した場合，貸主は契約に定められた時期の前で

も，即時に財産の返還を求めることができる。 

 

 

第８節 賃貸借契約（lease） 
 

第 100 条（定義） 

賃貸借とは，賃貸人がその財産を一定期間使用さ

せるために借主に貸し，賃料を得る契約をいう。 

賃貸される財産は，不動産，動産のいずれでもよ

い。 

 

第 101 条（賃貸借期間） 

 賃貸借の期間は，定められていても定められてい

なくてもよく，賃貸借期間が定められていない場合，

賃貸借期間は 12 年を超えてはならない。 

 期間が１年を超える賃貸借契約は，書面でしなけ

ればならない。 

 

第 102 条（書面によらない賃貸借契約の証明） 

 書面によらない賃貸借契約で，一方当事者が賃貸

借の存在を否定する場合，その賃貸借契約の期間が

１年を超えない限り，賃貸借を証する証拠は，証人

の証言に基づかなければならない。 

 

第 103 条（賃貸人の義務） 

 賃貸人は，賃借人に不当な問題を生じさせる事故

を防ぐため，賃借人に良好な状態の財産のみを賃貸

しなければならない。また，例えば抵当権のような

目的財産に関する権利を主張する第三者の請求から，

賃借人を保護しなければならない。 

 

第 104 条（賃貸人の修繕義務） 

 賃貸人は，法律又は契約に別の定めがある場合を

除き，目的財産に関する大きな修繕(major repair)に

ついて責任を負う。 

 

第 105 条（賃借人の義務） 

 賃借人は，契約によって定められた額の賃料を支

払わなければならず，目的物を通常の用法及び契約

に定められた用法に従って使用しなければならず，

目的物を良好な状態に保たなければならず，法律又

は契約に別の定めがある場合を除き，目的物に関す

る小さく，又は単純な修繕(minor or simple repair)に

ついて責任を負う。 

 

第 106 条（借主の返還義務）   

 契約を解除する(discharge)際，借主は目的物を受

領したときと同じ状態(state or condition)で返還しな

ければならない。 

 

第 107 条（借主の義務違反と解除） 

 貸主は，借主が義務を履行しない場合又は借主

が通常の用法に従わない方法で目的物を不適切に

使用する場合若しくは目的物に損傷を生じさせる

方法でこれを使用する場合に，契約を解除

(terminate)することができる。 

 

第 108 条（転貸の禁止） 

借主は，法律に別の定めがある場合を除き，貸主

の同意を得ることなく目的物を他の者に転貸するこ

とができない。 

 

第 109 条（転貸後の賃借人の責任） 

 目的物を転貸した賃借人は，その後も賃貸人に対

し，契約に基づく義務を負い，特に賃料不払，転貸

から生じた目的物の破壊又は損壊について責任を負

う。 

 

第 110 条（期間の定めのない賃貸借契約の解除） 

 賃貸借契約に期間の定めがない場合，当事者は，

最低１か月前又は最高２か月前の通知をしない限り，

契約を解除(terminate)することはできない。 
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第 111 条（賃貸人又は賃借人の死亡） 

 賃貸人が死亡した場合，契約の効力は存続する。

賃借人が死亡した場合，契約の効力は存続しない。

ただし，賃借人の相続人が賃貸借契約の存続を希望

する場合，契約の効力は存続する。 

 

 

第９節 保証契約（contract of suretyship） 
 

第 112 条（定義） 

 保証契約とは，「保証人」と呼ばれる第三者が，

債務者が債権者に対して義務を履行しない場合に，

債務者の義務を負い，又は履行する旨を債務者に対

して合意する契約をいう。この契約は，書面でしな

ければならない。 

 

第 113 条（複数の保証契約） 

 １つの債務について，複数の保証をすることがで

きる。 

 

第 114 条（主債務の無効の効果） 

 法律により無効な債務に関する保証契約は，効力

を有しない。ただし，債務者が未成年者であること

による無効の場合は，その保証契約は有効とみなさ

れる。 

 

第 115 条（保証人に対する法律行為の債務者への

効力） 

 保証人に対する法律行為は，同時に又は後に，債

務者に対する行為ともみなされる。 

 

第 116 条（保証人の財産と債務者の財産の差押え

の先後関係） 

 裁判所の決定の後，保証人は，保証人の財産に先

立ち債務者の財産の差押えを行うよう要請すること

ができる。 

 

第 117 条（債務者の財産の売却後の保証人の責

任）15 

債務者の財産を売却したが，売得金の額が債務を

満足させるのに十分でなかった場合，保証人は残額

について責任を負う。 

 

第 118 条（複数の保証人の責任の関係） 

多数の保証人がいる場合，各保証人は，一つしか

                                                                 
15 第 116 条，第 117 条は，執行の問題が保証人の

実体上の責任に紛れ込んでいるように思われる。 

保証人がいない場合のように，すべての債務につい

て責任を負う。すべての保証人は，債務の支払に付

き連帯責任を負う。 

 

第 119 条（保証人の債務者に対する求償） 

保証人が債務者の債務を支払った場合，債権者に

与えられていた権利はすべて保証人に移転する。保

証人は，債務者に対し，保証人が支払った金額の返

済のほか，債務が支払われた日以降に発生した利息

その他の費用の支払を求めることができる。 

 

第 120 条（保証人の他の保証人に対する求償） 

 保証人の１人が債務者の債務を支払い，債務者が

支払不能の状態にある場合，この保証人は，他の保

証人に対し，その各自の持分の支払分の填補を求め

て法的手段をとることができる。 

 

 

 

第３章 他の責任16 

 
第 121 条（不法行為責任） 

 自らの過失(fault)により他の者に損害を発生させ

た者は，その損害を賠償する責任を負う。不注意

(carelessness)又は怠慢(negligence)などの故意ではな

い(involuntary)行為により損害が生じた場合であっ

ても，加害者は責任を負う。 

 

第 122 条（無能力者が生じさせた損害） 

 精神障害者(the insane)及び 14 歳未満(under 14)の

未成年者は，無能力者とみなす。これらの者は，自

らが他の者に生じさせた損害について責任を負わな

い。 

 

第 123 条（親権者等の責任） 

 親権者，後見人その他無能力者を担当し，又は世

話をする者は，これらの無能力者が生じさせた損害

について個人的に責任を負う。 

 

第 124 条（未成年者と親権者等の連帯責任） 

 14 歳を超えて(over 14)18 歳未満(less than 18)の未

成年者は，自らが他の者に生じさせた損害について

責任を負う。その損害の賠償について，それらの未

成年者及び親権者又は後見人は，連帯責任を負う。

未成年者が訴の損害を賠償するための資金や財産を

有しない場合，親権者又は後見人が代わりに支払わ

                                                                 
16 「第３章 他の責任」は，全体として不法行為

責任に関する規律である。 
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なければならない。 

 

第 125 条（組織の使用者責任） 

 国家 (State)，社会組織及び集団組織 (social and 

collective organization)又は企業(enterprise)は，その

公務員，職員，労働者が使用者のために仕事をして

いるとき(at the time)又はその間(while)の行為により

生じた損害について責任を負う。 

 

第 126 条（雇用者の使用者責任） 

 使用者は，使用人が使用者のために仕事をしてい

るとき又はその期間中の行為により生じた損害につ

いて責任を負う。 

 

第 127 条（動物の管理者の責任） 

 動物の所有者又は動物を使用する者は，その動物

が管理下にいる間に他の者に生じさせた損害又はそ

の動物が逃げ(escape)，若しくは失われていた(lost)

期間に生じさせた損害について責任を負う。 

 

第 128 条（財産から生じた損害についてのその所

有者の責任） 

 財産の所有者は，その財産の維持，管理又は補修

を懈怠(negligently)により行っていなかったことに

より他の者に損害が生じた場合，その損害につき責

任を負う。 

 

第 129 条（共同不法行為） 

 損害が複数の加害者により生じた場合，それらの

者は被害者に対して連帯責任を負う。一定の場合，

人民裁判所は，加害についての寄与度の割合に応じ

て，各加害者に被害者へ賠償させることを決するこ

とができる。 

 

第 130 条（加害者の他の加害者への求償） 

 他の加害者と連帯責任を負う加害者の一名が全損

害を自ら賠償した場合，加害についての寄与度の割

合に応じて，他の者に寄与度の割合を請求すること

ができる。 

 

第 131 条（行為者の代わりに責任を負う者による

求償） 

 組織又は個人は，他の者により生じた損害につい

て責任を負う場合，その者に対し，損害の填補を求

めて法的手段をとることができる。 

 

第 132 条（損害の一部を生じさせた被害者の責

任） 

 損害の一部を被害者が生じさせた場合，被害者は，

その部分について責任を負う。 

 

第 133 条（損害賠償責任を負わない場合） 

 以下の損害については，損害を生じさせた者は他

の者に対して責任を負わない。 

 １．不可抗力により生じた損害 

 ２．被害者の過失のみにより生じた損害  

 

第 134 条（被害者による危険の承認） 

 被害者が損害の危険を負うことに合意した状況で

損害が生じた場合で，社会的利益に影響せず，又は

これを脅かさないときは，そのような損害は賠償さ

れない。 

 

第 135 条（損害賠償請求権の時効期間） 

 損害賠償請求の時効期間は，３年に限定される。 

 

 

第４章 最終条項 
 

第 136 条（本政令施行前の契約の取扱い） 

 この政令の施行前に締結されたすべての契約は，

党及び国家の政策を通じ，又は慣習及び伝統を通じ

て解決される。 

 上記契約の解決は，この政令が発効してから５年

間に限り行うことができる。 

 

第 137 条（本政令実施の責任） 

 閣僚評議会，最高人民裁判所，最高人民裁判所に

置かれた検事総長は，それぞれの権限の範囲内にお

いて，この政令の実施について責任を負う。 

 

第 138 条（本政令の効力発生の時点） 

 この政令は，施行のときに効力を生じる。 

 

プノンペン，1988 年 10 月 28 日 

 

国家評議会（Council of State） 

首相（president） 

署名押印     

 ヘン･サムリン 
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